



　2011 年３月 11 日、東北地方太平洋沖地震によって生じた大津波は、太平洋に面する東日本
各地の沿岸部に甚大な被害をもたらした。発生からおよそ２年が経過した 2013 年２月 26 日現
在、人的被害は死者 15,880 名・行方不明者 2,694 名・負傷者 6,135 名、建築物被害は全壊
128,931 戸・半壊 269,040 戸・一部損壊 736,277 戸と、文字どおりの未曾有の大災害であり、仮






市地域住民を対象とし、2011 年 12 月に実施した、「名取市の震災復興と地域活性に関するア
ンケート」調査ⅰ結果について分析を行う。





Residents’ experiences in surrounding Tsunami disaster area. 
－ From questionnaire survey in Natori city, Miyagi prefecture. －
Ryushi Uchida







































　宮城県ホームページ「東日本大震災における被害等状況」（2013 年２月 28 日現在ⅳ、宮城県，
2013）によると、死者数は 948 名（うち、直接死 911 名、関連死 37 名）と宮城県内で石巻市・
気仙沼市・東松島市に続いて４番目の死者数、行方不明者は 41 名である。住家被害は全壊が
2,801 棟、半壊が 1,129 棟、一部損壊が 10,061 棟、床下浸水が 1,179 棟にのぼる。
　津波による浸水は市域面積の 28％を占め（図２）、公共施設関連被害状況はおよそ 717 億円
と推定されている。特に被害が大きかったのは田畑などの農業施設（約 463 億円）である（名
取市，2013a）。
　避難所は震災当初 40 カ所を越え、最大 10,715 人が避難したⅴ。仮設住宅は 2011 年３月 28 日
から着工され、５月３日から入居がはじまった（尚絅学院大学，2012）。
　2012 年 12 月 28 日現在のデータ（名取市，2013a）においても、1,836 世帯 4,796 人が仮設住
宅への避難を余儀なくされている。その内訳は、８つの仮設住宅に 829 世帯 1,884 人、県営住
宅に９世帯 38 人、民間賃貸住宅（応急仮設住宅、いわゆる借上げ住宅）に 987 世帯 2,863 人、
グループホームに 11 世帯 11 人となっている（表２）。
　なお、2012 年２月８日段階での仮設住宅入居者は、2,049 世帯 5,704 人となっていた（名取市，
2012）。入居者は入れ替わりがあるために正確な数値は不明だが、震災後２年近くが経過し、




　名取市は、2011 年 10 月に「名取市震災復興計画」を作成し、2011 ～ 2017 年度まで７年を
かけて復旧・復興に取り組む姿勢を示している。







仮設工場も 2012 年２月 24 日に入居者に引き渡され、稼働している。いずれも５年契約で、当
初２年は無料、３年目以降は賃料が発生する。
　被害の大きかった閖上地区は「被災市街地復興土地区画整理事業」により、防災対策のため、


























　調査の基準日はポスティングを実施した 2011 年 12 月９日、配布数は 2,000 部、回収された







51.6％、男性が 47.8％である。年齢階層は、20 歳代以下 4.6％、30 歳代 14.9％、40 歳代 15.3％、






































































































































































































































平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震緊急災害対策本部，2013「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖
地震（東日本大震災）について」（http://www.kantei.go.jp/saigai/pdf/201302261700jisin.pdf）．

















※本稿は、第 85 回日本社会学会大会での「津波被災地周辺地域の住民の経験 ── 宮城県名取市住民意識調査










ⅲ　なお、2012 年度のランキングでは、甚大な被害があったにもかかわらず、全国総合で 12 位（北海道・東北
ブロックで１位）へとランクアップしている（東洋経済新報社，2012）。
ⅳ　 2012 年 12 月７日までの余震の被害を含む。
ⅴ　避難所は 2011 年６月 23 日に閉鎖された。
ⅵ　ただし、2013 年２月 28 日現在の名取市人口は 73,114 人（26,926 世帯）であり、人口に関しては震災前の水
準に戻っている。
ⅶ　本節の内容について、出典を明記していないものに関しては、主に名取市へのヒアリング（名取市役所、
2012 年７月 27 日）をもとにしている。
ⅷ　 2010 年国勢調査において、不詳を除く 20 歳以上の名取市全体の年齢階層は、20 歳代 14.1％、30 歳代
18.8％、40 歳代 17.2％、50 歳代 17.1％、60 歳代 15.3％、70 歳以上 17.5％となっている。単純に比較はできな
いが、本調査対象者は、若年層の割合が低く、高齢層の割合が高い構成になっていることが推測される。




災前に、有職者で、岩手県・宮城県・福島県に居住していた 20 歳～ 69 歳の男女であり、インターネットリサー
チによるものである。
ⅹⅰ　 2012 年１月 19 日、名取市消防署警防課へのインタビュー。
ⅹⅱ　本質問項目は、（株）マーシュ「東日本大震災後の意識に関する調査」（http://www.marsh-research.co.jp/
examine/ex2304.html、2011 年４月実施）を参照した。
ⅹⅲ　例えば、東北Ｚスペシャル「住民合意への道～誰もがいち早い復興を願っていた～」（2012 年 11 月 30 日、
NHK）、NHK スペシャル「東日本大震災「故郷を取り戻すために～３年目への課題～」復興３年目へ“住
民合意”の壁」（2013 年３月 11 日、NHK）など、マスメディアにおいても閖上地区の復興に向けて、住民
合意の困難に関する報道がなされている。
